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平成２１年（再イ）第２６号
北海道帯広市西18条南５丁目46番地４
再生債務者 早坂 美幸
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成21年８月24日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成21年８月25日

釧路地方裁判所帯広支部再生係
平成２１年（再イ）第２８号
北海道帯広市依田町11番地１
再生債務者 梶野マサ子
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成21年８月24日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成21年８月25日

釧路地方裁判所帯広支部再生係
平成２１年（再イ）第１０号
青森県弘前市大字桜林町３番地24 呉竹ハイ
ツ201号
再生債務者 清藤百合子
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成21年８月24日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成21年８月25日 青森地方裁判所弘前支部
平成２１年（再イ）第５４号
静岡県駿東郡小山町須走481番地の27 戦車
教導隊第３中隊
再生債務者 宗像 一宙
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成21年８月24日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成21年８月25日

仙台地方裁判所第４民事部
平成２１年（再イ）第７号
宮城県柴田郡柴田町槻木駅西３丁目１番地
14`202号
再生債務者 菅井真理子

１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成21年８月24日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成21年８月25日

仙台地方裁判所大河原支部
平成２１年（再イ）第５０号
静岡県浜松市北区初生町184番地の２ エス
ポワール二俣４`Ａ
再生債務者 柴田 和久
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成21年８月24日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成21年８月25日

静岡地方裁判所浜松支部再生係
平成２１年（再イ）第４号
京都府福知山市大江町河守928番地の５
再生債務者 細見 太志
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成21年８月24日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成21年８月25日

京都地方裁判所福知山支部個人再生係
平成２１年（再イ）第４６号
大阪府阪南市箱作3501番地の12`106号、前
住所大阪府泉北郡忠岡町忠岡北２丁目11番21

号
再生債務者 中村 浩一
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成21年８月24日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成21年８月25日

大阪地方裁判所岸和田支部個人再生係
平成２１年（再イ）第２１号
山口県宇部市大字東岐波1196番地149

再生債務者 大澤 淳
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成21年８月24日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成21年８月25日 山口地方裁判所宇部支部

独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備機構平成20事業年度財
務諸表に関する公告

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第38条４項に基づき、平成20事業年度独立行政法人
沖縄科学技術研究基盤整備機構の財務諸表について次のとおり公告します。
平成 21年９月７日 沖縄県国頭郡恩納村字恩納7542

独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備機構
理事長 シドニー・ブレナー

貸 借 対 照 表

（平成21年３月31日）
（単位：円）

資産の部
Ò 流動資産

現金及び預金 1¶435¶367¶894

未収金 3¶150¶335

G G G G G G G

流動資産合計 1¶438¶518¶229

Ó 固定資産
１ 有形固定資産

建物 1¶557¶077¶235

減価償却累計額 � 204¶767¶590

G G G G G G G

1¶352¶309¶645

構築物 722¶685¶188

減価償却累計額 � 498¶352¶729

G G G G G G G

224¶332¶459

機械装置 478¶857¶072

減価償却累計額 � 454¶914¶222

G G G G G G G

23¶942¶850

車両運搬具 16¶406¶134

減価償却累計額 � 1¶065¶950

G G G G G G G

15¶340¶184

工具器具備品 4¶750¶891¶427

減価償却累計額 �2¶051¶606¶594

G G G G G G G

2¶699¶284¶833

土地 2¶130¶243¶933

建設仮勘定 8¶700¶348¶300

G G G G G G G

有形固定資産合計 15¶145¶802¶204

２ 無形固定資産
ソフトウェア 9¶452¶800

工業所有権仮勘定 4¶971¶089

G G G G G G G

無形固定資産合計 14¶423¶889

３ 投資その他の資産
敷金保証金 4¶538¶300

G G G G G G G

投資その他の資産合
計

4¶538¶300

G G G G G G G

固定資産合計 15¶164¶764¶393

G G G G G G G

資産合計 16¶603¶282¶622
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